自治体における子どもの意見表明及び参加保障の仕組と課題 : 上越市子どもの権利に関する条例を手掛かりとして by 矢吹 芳洋

































































(1) この数は、荒牧重人・喜多明人・半田勝久編『解説子どもの権利条例』三省堂 2012 年 228 頁以下に
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示された 2012年 6月現在の数を参考にしている。それ以降に制定された条例で確認できたものとして、
岐阜県可児市の「可児市子どものいじめの防止に関する条例」〔2012（平成 24）年 10 月 3 日制定〕、
長崎県雲仙市「いじめ防止条例」〔2012（平成 24）年 12 月 23 日制定〕がある。 
(2) 平野裕二訳：国連・子どもの権利委員会第 51 会期（2009 年 5 月 24 日～6 月 12 日）採択、一般的意



















第二の要因は、いじめ問題や児童虐待への対応である(5)。現在も、2011 年 10 月にいじめが
原因で中学生が自殺したとされる大津いじめ事件以降、いじめ問題に関心が高まっているが、
いじめ問題は、1980 年代半ばのいじめによる中学生の自殺事件をきっかけに社会問題化する。



































もの権利に関する条例」（2000 年 12 月制定）、東京都豊島区「豊島区子どもの権利に関する条
例」（2006 年 3 月制定）、石川県白山市「白山市子どもの権利に関する条例」（2006 年 12 月制定）、
愛知県名古屋市「なごや子ども条例」（2008 年 3 月制定）、北海道札幌市「札幌市子どもの最善
の利益を実現するための権利条例」（2008 年 11 月制定）などが挙げられる。本稿が検討の対象
としている新潟県上越市「上越市子どもの権利に関する条例」（2008 年 11 月制定）もこれにあ





関する条例」（1997 年 3 月制定）、埼玉県鶴ヶ島市「鶴ヶ島市教育審議会設置条例」（2000 年 3
月制定）、岩手県奥州市「奥州市自治基本条例」（2009 年 3 月制定）などがある。権利救済に関
して定めるものには、兵庫県川西市「川西市子どもの人権オンブズパーソン条例」（1998 年 12
月制定）、神奈川県川崎市「川崎市子どもの人権オンブズパーソン条例」（2001 年 6 月制定）、
埼玉県「埼玉県子どもの権利擁護委員会条例」（2002 年 3 月制定）などが、また学校災害につ
いて規定するものとして、埼玉県さいたま市「さいたま市学校災害救済給付金条例」（2001 年 5
月制定）がある。虐待防止については、東京都武蔵野市「武蔵野市児童虐待の防止及び子育て
の家庭への支援に関する条例」（2003 年 12 月制定）や大阪府堺市「堺市子どもを虐待から守る
条例」（2011 年 6 月制定）などがある。また障がいを持つ子どもを対象としたものとして、千
葉県「障がいのある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」（2006 年 10 月制定）が
ある。この他、防犯・安全に関して、奈良県「子どもを犯罪被害者から守る条例」（2005 年 7





月制定）や東京都世田谷区「世田谷区子ども条例」（2001 年 12 月制定）がある。子育ち・子育
て支援に関するものとして、北海道「北海道子どもの未来づくりのための少子化対策推進条例」
（2004 年 10 月制定）や滋賀県東近江市「東近江市子ども条例」（2007 年 12 月制定）などがあ
る。健全育成については、東京都中央区「中央区の教育環境に関する基本条例」（1999 年 4 月
制定）、三重県伊賀市「伊賀市子ども健全育成条例」（2005 年 3 月制定）などがある。いじめ防
止については、兵庫県小野市の「小野市いじめ防止等条例」（2007 年 12 月制定）などがある。
子ども憲章的内容として高知県「高知県子ども条例」（2004 年 8 月制定）がある。 
上記のように分類された条例は、2013 年 3 月現在で確認できたものとして、それぞれ総合条
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か、ここでもう少し詳しく見ておきたい。 
第一に、子どもに自分たちの権利を知らせることができる。後に見るが、子どもの権利条約









































(1) 荒牧重人・喜多明人・半田勝久編『解説子どもの権利条例』三省堂 2012 年 12 頁。 
(2) 同上 8 頁。 
(3) 同。 
(4)「『地方自治と子ども施策』全国シンポジュウム」子どもの権利条約総合研究所編『子どもの権利条約
ガイドブック』（子どもの権利研究第 18 号 日本評論社 2011 年 44 頁。 
(5) 前掲注(1)8 頁。 
(6) 2011 年 10 月に滋賀県大津市で市立中学２年の男子生徒が自殺した問題をきっかけに、各地でいじめ
防止を目的とした条例制定の新しい動きが出てきている。先の岐阜県可児市や長崎県雲仙市に加え、




ざしている（朝日新聞 2013 年 3 月 7 日付）。 
(7) 前掲注(1)8 頁。 
(8) 同上 8 頁。 
(9) 同 14 頁。 
(10) 文部事務次官通知「『児童の権利に関する条約』について」（文初高第 149 号平成 6 年 5 月 20 日）。 
(11) 本稿の子ども条例の分類は、前掲注(1)『解説子ども条例』を参考としている（1 頁、13 頁）。しか
し条例の分類の仕方は、この他にも幾つかある。例えば、先の分類と同様に条例の内容を基準とした
総合条例、個別条例、施策推進型の 3 分類がある（荒牧重人「解説子ども条例の意義と制定・実施の
課題」子どもの権利条約総合研究所編集『子どもの権利研究第 2 号』2003 年）。また同様に内容を基
準とし、基本条例、個別条例、総合条例、○○宣言型の 4 つに分類するものもある（野村武司「自治










大学院教育学研究科紀要』第 98 号 2006 年 116 頁以下参照）。 
(12) 前掲注(1)13 頁。 
(13) 総合条例、個別条例、原則条例型により分類された個々の条例については、前掲注(1)228－38 頁参
照。 
(14) 前掲注(1)16 頁。 
(15) 同上 10 頁。 
(16) 同。 
(17) 同 16 頁。 
(18) 同 8 頁。 
(19) 同 11 頁。 
(20) 同 10 頁。 
(21) 豊田市次世代育成支援協議会『（仮称）とよた子ども条例の制定に関する最終報告－（仮称）豊田市
子ども条例素案の解説－』（平成 19 年 3 月）13 頁。 
(22) 前掲注(1)14 頁。 
(23) 同 14 頁。 
(24) 同 10 頁。 
(25) 国連・子どもの権利委員会総括所見：日本（第 3 回）子どもの権利委員会第 54 期（2010 年 5 月 25
～6 月 11 日）CRC/C/JPN/CO/3、パラ 12。平野裕二訳。www26.atwiki.jp/childrights/pages/13.html. 





上越市は、2005（H17）年 1 月１日に上越地域の旧 14 市町村が合併し、「豊かさ、安らぎ、
快適な生活を市民が支えあう自主自立のまちづくり」を基本理念に掲げて誕生する（条例前文








どもの意見として『子どもの権利条例提案書』としてまとめられる。同年 6 月 23 日、子ども会
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議と条例制定委員会との合同会議が開催され、この提案書を基に意見交換会が行われる。さら
にこの提案書は市長に提出される。その後、条例制定委員会において提案書の意見を参考にし
ながら条例案の再検討が行われる。これらの経緯を経て、2008（平成 20）年 3 月 27 日に上越
市子どもの権利に関する条例として制定され、翌 28 日に公布、そして 4 月 1 日に施行された。 
 
（2）条例の概要 
本条例は、前文と 5 章 23 か条で構成されている(2)。 
まず前文では、国連・子どもの権利条約の考え方を受け継ぐことを確認した上で（第 2 段及
び 3 段）、2005（平成 17）年 1 月 1 日に旧市町村を統合し再出発した上越市が、市民相互なら
びに地域相互に支えあう自主自立の新しいまちづくりを推進するための一手段として条例を制




とにあること（第 1 条）、子どもの権利条約に合わせて 18 歳未満の者を子どもとし本条例の対
象とすることを確認している（第 2 条）。さらに、本条例に掲げる権利だけでなく、子どもの権
利条約、日本国憲法、児童福祉法、その他の法令が保障する権利が尊重され保障されることを
確認するとともに（第 3 条 1 項）、子どもの最善の利益（同 2 項 1 号）、子どもは次世代を担う
地域の宝（同 2 号）、差別の禁止（同 3 号）、子どもの意見の最大限の尊重（同 5 号）が本条例
の基本理念であるとしている。 
第 2 章では、本条例が保障する子どもの権利として、第 4 条から第 9 条の 6 か条規定してい
る。子どもに重要な権利として、第 4 条「安心して生きる権利」、第 5 条「自信を持って生きる
権利」、第 6 条「地域社会に参加する権利」、第 9 条「知らされる権利」の 4 つを規定する。ま
た一般の子どもと異なる厳しい状況に置かれた子どもの権利として、第 7 条「特別な社会的支
援を要する子どもの権利」、第 8 条「少数の立場に属する子どもの権利」の 2 つを規定する。も






者の責務をそれぞれ別条項で規定している。関係者として、市（第 10 条）、保護者等（第 11
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条）、地域社会を構成する者（第 12 条）、学校等の設置者及び管理者（第 13 条）、そして教育関
係者等（第 14 条）が挙げられている。 
第 4 章は、第 16 条から第 18 条の 4 か条で子どもの権利を保障する市の施策等について規定
する。施策策定の際の基本方針（第 15 条）、市長の子どもの権利基本計画策定義務（第 16 条）、
市が実施すべき主な施策内容（第 17 条）、実施した施策の公表義務（第 18 条）を規定する。 
第 5 章は、第 19 条から第 23 条の 5 か条を置き、子どもの権利の尊重及び保障に関する施策
の総合的、計画的な推進に必要な事項を調査審議する機関として「上越市子どもの権利委員会」
の設置を規定している（第 19 条）。委員会は、市長の諮問に応じて市の子どもの権利保障に関
する基本事項及び重要事項を審議調査し（第 20 条 2 号)、独自の権限で施策の実施状況を監視
し（第 20 条 3 号)、施策の影響評価を行い（同号)、さらに必要に応じて市長に建議する権限を
有している(第 21 条 2 項)。 
(1) 上越市『上越市子どもの権利に関する条例逐条解説書』2008 年 4 月 1 頁。 









（1）第 3 条（基本理念）－子どもの意見の最大限の尊重原則 
 最初に挙げられるのが、第 3 条である。本条例は、第 3 条において条例の基本原則を示す。
同 2 項において、子どもの最善の利益の考慮（1 号）、次世代を担う地域の宝（2 号）、差別の禁










































































































(1) 上越市『上越市子どもの権利に関する条例逐条解説書』（平成 20 年 4 月）4 頁。 
(2) 同上 8 頁。 
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(3) 本条例には、憲法第 25 条には含まれる「最低限度の」という語句は入っていない。同 8 頁。 







(6) 喜多明人他編『［逐条解説］子どもの権利条約』日本評論社 2009 年 99－105 頁参照。 
(7) 前掲注(1)解説書 8 頁。 
(8) 同上 9 頁。 
(9) 第 6 条は、地域社会に参加する権利を地域社会の一員として成長するために必要な権利と位置づけて
いる。同 9 頁。 
(10) 同 9 頁。 














































つあった 2007（平成 19）年 4 月 28 日である。この会議は、小学校、中学校、高等学校の各代
表 8 名の合計 24 人で構成された(1)。 
もう少し詳しく見ると、子ども会議は合計 5 回開催されている(2)。第 1 回会議は、主として
メンバーによる子どもの権利及び条例案に関する勉強会である。勉強会は、条例制定委員会の
委員による子どもの権利に関する説明に続き、小学校高学年生、中学生、高校生に分かれ、ワー
クショップを通して子どもの権利を学習するという形で行われた(3)。その後の第 2 回から第 4
回会議も、同じくワークショップ形式を採り、条例中の子どもの権利規定、具体的には「第 2
章 子どもの権利」として規定される 6 か条のうち、第 4 条「安心して生きる権利」、第 5 条「自
信を持って生きる権利」、第 6 条「地域社会に参加する権利」、第 9 条「知らされる権利」の 4
か条の権利内容を理解した上で、自分たちの意見を述べるという形で行われた(4)。第 4 回会議
ではまた、それまでワークショップにおいて検討してきたものを「子どもの権利条例提案書」
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にまとめる作業を行った。そして第 5 回会議は条例検討委員会との共催となり、同委員会の委
員に対して「子どもの権利条例提案書」を説明し、条例検討委員会委員との意見交換会が行わ







































ないので断言は避けなければならないが、2008（平成 20）年 11 月 6 日の第１回子どもの権利
委員会の会議において、ある委員からの子ども会議の構成に関する質問に対し、事務局が「市




































(1) 2008(平成 29)年 11 月現在、上越市内の学校数は、小学校 54 校、中学校 22 校、高等学校 12 校（内私
立 2 校）の合計 88 校であった。 
(2) 子ども会議の各会議の主な内容は、上越市子どもの権利条例子ども会議ニュース参照。 
(3) ワークショップとは、グループのみんなが参加し、話し合い、聞き、学びながら、共同の意見を造り
出していく作業である。子ども会議ニュース第 2 号（2007.6.1 発行）1 頁。 
(4) 条例「第 2 章 子どもの権利」には、第 4 条から第 9 条まで 6 か条含まれているが、第 7 条「特別な
支援を要する子どもの権利」と第 8 条「少数の立場に属する子どもの権利」についての学習及び検討
会は行われなかった。子ども会議ニュース参照。 
(5) 2007（平成 19）年 5 月 26 日第 3 回上越市子どもの権利条例子ども会議会議録 2 頁。 
(6) 2007（平成 19）年 6 月 9 日第 4 回上越市子どもの権利条例子ども会議会議録 3 頁。 
(7) 第 5 回子ども会議委員長発言。2007（平成 19）年 6 月 23 日第 5 回上越市子どもの権利条例子ども会
議会議録 3 頁。 
(8) 第 4 回検討委員会荻原委員発言。2007（平成 19）年 6 月 9 日第 4 回上越市子どもの権利条例子ども
会議会議録 3 頁。 
(9) 第 5 回荻原委員発言。2007（平成 19）年 6 月 23 日第 5 回上越市子どもの権利条例子ども会議会議録
4 頁。 
(10) 2008（平成 20）年 11 月 6 日第１回子どもの権利委員会会議録 2 頁。 
(11) すでに述べたように、条例制定時、上越市内には、小学校 54 校、中学校 22 校、高等学校 12 校（内
私立 2 項）の計 88 校あった。子ども会議のメンバーは、その中から選出された 24 名である。小学校
及び中学校のメンバーは全員が別々の学校であるが、高校生メンバー8 人の内、それぞれ 3 名と 2 名
が同一校の生徒で、選出対象校は 12 校中 5 校となっている。 
(12) 2007（平成 19）年 6 月 9 日第 4 回上越市子どもの権利条例子ども会議会議録 2 頁。 
(13) なお、ここで課題として掲げたものは、子ども会議という条例制定過程で設けられた制度に関する
課題である。条例制定前ということを考えると、まだ仕方のない面があるといえるのかもしれない。 





上越市子どもの権利条例は、この条例を実施するため、第 16 条 1 項で市長に子どもの権利基
本計画の策定を義務づけている。また同条 3 項は、基本計画策定にあたって、同計画に子ども
の意見を反映させること、そして子どもの権利の実施を監視し検証する機関である子どもの権
利委員会から事前に意見聴取することを義務付けている。この規定に基づき、同年 4 月 1 日に
上越市子どもの権利委員会が設置され(2)、同年 8 月 24 日には、さらに子ども委員会を設置する
ために設置要綱が規定され、子ども委員会が設置された。子ども委員会は、同年 11 月 22 日ま
で約 4 か月間活動した。その後、2010（平成 22）年 3 月に上越市子どもの権利基本計画（平成
22 年度～平成 26 年度）が発表されている。 
子ども委員会は、市長が委嘱する「児童、生徒その他 18 歳未満の市民」24 人以内の委員で
構成される(3)。任期は１年である(4)。実際の委員は、市内の小学 6 年生 8 名、中学 3 年生 8 名、

















第 2 回子ども委員会（平成 20 年 9 月 13 日）は、条例検討委員会が作成した条例案「安心し















































































設置要綱第 6 条 3 項で「会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、」とあるように、
基本計画に盛り込まれる提案は、委員が主体となって決定することになっている。しかし、議
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る。その結果、子どもの代表である子ども委員会が、基本計画に自分たちに必要な施策の提言
を行うことが可能になって行くといえる。 
(1) 上越市子どもの権利に関する子ども委員会設置要綱第 1 条（目的）。 
(2) 同上要綱附則。 
(3) 前掲注(1)要綱第 3 条(組織)2 号。 
(4) 同要綱第 4 条(委員の任期)。  
(5) 子ども委員会のメンバーは、子ども会議メンバーと全く異なり、同一人物はいない。ただし、選出校
につては小・中・高等学校各 8 校中、小学校で 1 校、中学校及び高等学校で各 4 校が共通している。
上越市ホームページ htpp://www.city.joetsu.niigata.jp/. 
(6) 子ども委員会の委員の選出方法を明記する資料はない。しかし、上越市子どもの権利条例子ども委員






年 11 月 6 日第１回上越市子ども権利委員会会議録 1－2 頁。 
(7) 前掲注(1)要綱第 2 条（所掌事務）。 
(8) 同上要綱第 6 条（会議）。 
(9) 同要綱第 7 条（関係者の出席等）。 
(10) 同要綱第 9 条（その他）。 
(11) 子ども委員会の活動状況については、上越市子どもの権利に関する子ども委員会会議録：第 1 回～
第 4 回参照。 
(12) 上越市『上越市子どもの権利に関する子ども委員会活動記録集』（平成 20 年 11 月）4 頁。 
(13) 同上 4 頁。 
(14) 同 10 頁。 
(15) 同 5 頁。 
(16) 同 14 頁。 
(17) 同 5 頁。 
(18) 同 16 頁。 
(19) 同 17 頁。 
(20) 上越市『上越市子どもの権利計画（平成 22 年度～平成 26 年度）』平成 22 年 3 月 3 頁。 
(21) 同上 11 頁。 
(22) 同 12 頁。 
(23) 同 13 頁。 
(24) 同 4 頁。 
(25) 条例制定の際には、子どもの意見を条例に反映させるために子ども会議が設置されたが、ここでい
う子ども議会は、条例制定とは無関係で、条例を具体化するために定期的に開催される会議である。
同 14 頁。 
(26) 前掲注(12)記録集 21 頁、25 頁、27 頁。 
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(27) 同上 21 頁及び 26 頁。 
(28) 同 22 頁。 





















































次に言及されるのは、「第 4 章 基本的な施策と目標」の中である(7)。これは、「第 3 章 計
画の基本的な考え方」の中で示された 3 つの基本目標を達成するための具体的事業を示した部
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ある子どもの疑問や要望を聞き、市政に生かしていくという考え方が示されている(8)。 
























































参加するのは中学生で、イベント前の 2 月と 8 月にワークショップが開催され、これを踏まえ
て発表会が行われた(10)。 




の中学校の代表者 50 人が集まり、10 班に分かれてプレゼンテーションを行い、さらに具体案
を市長に提示した。「中学生まちづくりフォーラム」の活動は、統一テーマ「上越市をもっと元







































(1) 平成 21 年度第 2 回子どもの権利委員会会議録〔2009.8.24〕3 頁。 







(5) 同上 4 頁。 
(6) 同 4 頁。 
(7) 同 14 頁。なお、基本計画では、基本目標として、1 子どもの権利を大切にする意識づくり、2 子ど
もの権利を大切にできる環境づくり、3 子どもの権利の侵害からの救済の 3 つの目標が掲げられてい
る。同 10 頁。 
(8) 同 14 頁。 
(9) 同 25 頁。 
(10) 平成 23 年度第 1 回上越市子どもの権利委員会会議録〔2011.10.6〕資料 2 頁。 
(11) 上越市広報〔2012.11.1〕22 頁。上越タイムス‐タイムニュース 2012 年 11 月 18 日付。 














































































































(1) 荒牧重人・喜多明人・半田勝久編『解説子どもの権利条例』三省堂 2012 年 37 頁。 
(2) 同上 26 頁。 
(3) 国連・子どもの権利委員会総括所見：日本（第 3 回）子どもの権利委員会第 54 期（2010 年 5 月 25
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～6 月 11 日）CRC/C/JPN/CO/3、パラ 23。平野裕二訳。www26.atwiki.jp/childrights/ 
pages/13.html. 
(4) 前掲注(1)13 頁。 
(5) 同上 9 頁。 
(6) 同 16 頁。 
(7) 同 21 頁。 
(8) 同 36 頁。 
(9) 同 26 頁。 
(10) 同 36 頁。 
(11) 同 13 頁。 
(12) 上越市『上越市子どもの権利基本計画』権利基本計画（平成 22 年度～平成 26 年）1 頁、9 頁、14
頁。 
(13) 前掲注(1)9 頁。 
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５ 前２項の規定は、子どもの権利基本計画の変更について準用する。 
（市が実施する基本的な施策） 
第１７条 市は、子どもの権利の尊重及び保障が推進されるよう、次に掲げる事項に関する施策を実施するものとする。 
（1）子どもの権利に関する知識の普及及び意識の啓発 
（2）地域社会で子どもを守り、並びに子どもの権利の尊重及び保障を推進しようとする社会環境の整備 
（3）子どもがその権利を享受するために必要な社会環境の整備 
（4）次に掲げる事項を助長するための教育及び学習の振興 
ア 子どもが自らの権利を理解すること。 
イ 子どもが自らの可能性を信じ、自身の成長のために努力しようとする意識を持つこと。 
ウ 他の人を思いやる意識を持つこと。 
（5）虐待、いじめその他子どもの権利の侵害からの早期救済に必要な措置 
（6）地域社会を構成する者が行う自発的な子どもの権利の尊重及び保障に関する活動に対する支援 
（7）子どもの権利の侵害に関する相談窓口の整備、関係機関等との連携体制の整備その他子どもの権利の尊重及び保
障に必要な体制の整備 
（施策の実施状況の公表） 
第１８条 市長は、毎年、子どもの権利の尊重及び保障に関する施策の実施状況を議会に報告するとともに、これを公
表しなければならない。 
第５章 上越市子どもの権利委員会 
（設置） 
第１９条 子どもの権利の尊重及び保障に関する施策の総合的かつ計画的な推進に必要な事項を調査審議するため、上
越市子どもの権利委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（所掌事項） 
第２０条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 
（1）子どもの権利基本計画に関し、第１６条第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）に規定する事項を
処理すること。 
（2）市長の諮問に応じ、子どもの権利の尊重及び保障に関する基本的事項及び重要事項を調査審議すること。 
（3）子どもの権利の尊重及び保障に関する施策の実施状況を監視するとともに、市の施策が子どもの権利の尊重及び
保障に及ぼす影響を評価すること。 
２ 委員会は、前項各号に掲げるもののほか、子どもの権利の尊重及び保障に関し市長に意見を述べることができる。 
（組織） 
第２１条 委員会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する２０人以内の委員をもって組織する。 
（1）学識経験者 
（2）関係行政機関の職員 
（3）事業者 
（4）教育関係者等 
（5）ＰＴＡ等の代表者 
（6）子ども支援活動団体の代表者 
（7）公募に応じた市民 
（委員の任期） 
第２２条 委員会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任
者の残任期間とする。 
（委任） 
第２３条 前３条に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、規則で定める。 
附 則 
この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 
 
